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２０２４／０７／２２（月）１３：３０～１５：００
京丹後市 峰山総合福祉センター

令和6年度 京丹後市
要保護児童対策地域協議会代表者会議

子どもの虹情報研修センター

川﨑 二三彦

前口上

この度は、皆さまの貴重な会議にお招きいただき、ありがとうございます。振
り返ると、今回お邪魔するのは、2022年5月に、ヤングケアラーの問題について
話題提供して以来のこととなるかと思います。

さて、本日のテーマは、2022年（令和4年）の児童福祉法等の一部改正、特に
市町村業務にかかる改正内容について理解し、実践に役立てることが中心だ
と考えています。改正法の殆どは本年4月に施行され、各地で積極的に取り組
まれていますが、同時に、種々の課題もありそうです。

本日は、市町村業務にかかる点だけでなく、改正内容全般につい
て触れることで、現在の児童福祉に求められているものは何かを
概観し、市町村業務に関しては、サポートプランの作成や、活
用のあり方についても、考えたいと思っています。

とはいえ、改正法は多岐にわたっており、それらを過不足
なく説明するのは至難のわざと言わざるを得ません。皆さ
まからもしっかり学び、ともに考えていくつもりですので、
よろしくお願いします。
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2016年（平成２８年）

児童福祉法

改正
から見ていきます。

2016年（平成28年）6月3日公布

改正後は･･･

全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっと
り、適切に養育されること、その生活を保障されること、
愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び
発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等
しく保障される権利を有する。 

（改正後の）児童福祉法第 １ 条

制定時は･･･

すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護され
なければならない。

（改正前の）児童福祉法第 １ 条 第2項
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全ての国民

国・地方公共団体

保護者

児
童

権利の主体者
としての位置づけ

（第1条）

児童の保護者とともに、児童
を心身ともに健やかに育成す
る責任を負う。（第2条第3項）

社会のあらゆる分野において、児童
の最善の利益が優先して考慮され、
心身ともに健やかに育成されるよう努
めなければならない。（第2条第1項）

児童福祉法第1章 総則を図にすると

児童を心身ともに健やかに
育成することについて第一義
的責任を負う。（第2条第2項）

この原理は、すべ
て児童に関する法
令の施行にあたって、
常に尊重されなけ
ればならない。（第3
条、変更なし）

2016年（平成２８年）
改正児童福祉法

国及び

地方公共団体の役
割と責務
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国及び地方公共団体の責務（第3条の2）新設

国
地方公共団体

保護者
の支援
（義務）

児童を家庭において養
育することが困難であり
又は適当でない場合

家庭と同様の
養育環境

良好な家庭環境
のための措置

焦点の一つは、措置さ
れた児童の養育形態（里
親優先の方針）だった？

焦点の一つは、措置さ
れた児童の養育形態（里
親優先の方針）だった？

役
割

具
体
例

市町村 都道府県 国

基礎的な地方公
共団体として、身
近な場所におけ
る児童の福祉に
関する支援等に
係る業務。

市町村に対する助
言、適切な援助。専
門的知識・技術、市
町村の区域を超え
た広域的な対応が
必要な業務。

児童が適切に養育
される体制の確保
に関する施策、市
町村及び都道府県
に対する助言、情
報提供等。

施設入所等の措
置を採らなかった
児童の在宅支援。
児童虐待の発生
予防等。

一時保護や施設入
所等、行政処分と
しての措置等。

市町村、都道府県
における体制等の、
あるべき水準の明
確化、達成の方策

の具体化。支援の
質の均てん化 。

市町村・都道府県・国の役割と責務の明確化（第3条の3）新設
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2022年（令和４年）

児童福祉法

改正

原則2024年（令和６年）4月1日施行

改正法の概要から
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４．児童の意見聴取等の
仕組みの整備

子どもの意見

施設に行くときに意見を聞かれたか覚えていない。

施設に行くことが決まったときは、意見を聞かれたというよりも「施設に行
くよ」という説明をされた感覚だった。「あ、はい」という感じ。

自分が施設にいる理由はなんとなく分かっているが、なぜこの施設に来る
ことになったのかは理解していない。

自分がなぜ施設にいるか全く知らない。希望や意見は聞かれたけれど、
そこから何があって施設に入ることになったのかは分かっていない。

施設に対して「もっとこうしてほしい」という意見は言えるが、改善されない。
例えば、うるさい人をうまく注意してほしいと言ったのに、満足に対応してく
れなかった。言っても意味がないと思ってしまう。

ベッドの寝心地が悪いが、言っても変わらないな、とか、新しいから変えて
くれないだろうな、と思うから言わない。

話しても無駄と思ってしまう。聞いてくれないし言い返されるから。

三菱UFJリサーチ&コンサルティング（令和５年３月）
令和４年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

アドボケイトにおける研修プログラム策定及び好事例収集のための調査研究 報告書
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子どもの達の声を聴きたい。聴かなければと思いつつも、思うように聴く時間
が作れない。

子どもから声が上がらないと、「特に話したいこともないんだな」「話すことも面
倒なんだろう」などと決めつけ、関わりを終えてしまっていたと反省している。

親や子、関係機関からさまざまな「声」を聴く。しかし、どこまで寄り添えている
かというと、日々の忙しさにかまけて流していたり、「声」に気づけていないこと
がある。

児相ではケースワーク上、施設では管理上、学校や地域は安全上から、子ど
もの願いより大人の事情を優先していないか、考えないといけない。

子どもの意見は大事なのに、実際には戸惑い、尻込みをしてしまうところがあ
る。思うに、どう答えていいか分からないことを言われたり、（制度の限界など
から）きちんと返事できないことを、恐れているのかもしれない。

支援者の声
虹センターの研修に参加した人が、終了後に記載したアンケートから
子どもの声を聴くことに関する現状や課題を抜粋、要約しています。

問題行動に対して「注意する」というスタンスで対応しがちだったが、子ども
の話を聞く姿勢、対話することがとても大切だと感じた。

子どもの声は、聴こうと思って構えると、本当の声を聴くことはできないので
はないか。というのは『じゃあ、どうしようかな？』『こうした方がいいかな？』
と次の展開を考えてしまうから。

急いで課題を解決するのでなく、聞くこと、一緒にいることを大事にしなけれ
ばならないと反省した。

「子どもの声を聴く」とはどういうことなのか、制度は進んでいくが、現場は置
いて行かれるような感覚がある。

母子保健では、保護者や養育者の想いに耳を傾けがちだが、こどもの願い
を聴き、どういう支援が良いのかを考えることが必要だと感じた。

子どもの権利条約を批准した30年前、学校は荒れていた。当時は上から目

線で指導し、こどもの声など聴いていなかったように感じる。ところが、対等
な関係で生徒の声を聴き始めた頃から学校が立ち直っていった。

支援者の声（つづき）
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子どもの意見聴取と意見表明支援

意見聴取等が必要とされる場面

一時保護、児童福祉司指導等、施設入所、里親委託等の
決定、停止、解除、変更、期間の更新

意見聴取等が必要とされる場面

一時保護、児童福祉司指導等、施設入所、里親委託等の
決定、停止、解除、変更、期間の更新

意見表明等支援事業意見聴取等措置

児童相談所長に課せられた義務 児童福祉の知識がある第三者による
事業実施は都道府県の努力義務

意見聴取の時期

原則は「あらかじめ」。ただし「児童

の生命又は心身の安全を確保する

ため緊急を要する場合で、あらかじ

め意見聴取等措置をとるいとまがな

い」場合は事後に。

児童相談所は、児童の最善の利益
を考慮した支援を行う必要がある。

（独立アドボカシー）

子どもの最善の利益を考えるのでなく、子ど
もの意見表明を支援し、意見を正確に伝える。

子どものへのアクセス
⇒ 「定期訪問型」と「要請応答型」

都道府県は、児童の意見又は意
向に関し、（中略）児童の権利の
擁護に係る環境の整備を行うこと。

都道府県は、児童の意見又は意
向に関し、（中略）児童の権利の
擁護に係る環境の整備を行うこと。

千葉県野田市
10歳女児虐待死事件

本児の同意を得ていたとしても、児相として面会をさせたいとい
う判断が、本児の気持ちに優先されている可能性があり、本児
の意向を尊重するという点で、課題があった（検証報告から）

15

16



9

2015年 
相模原市・一時保護所
所持品検査事件

所持品検査を目的に衣服を着脱させることは、子どもの同意を得たとしても、一時保護所に保
護されている子どもは検査を拒みづらい状況を考えると、子どもの同意を得たことを根拠に所
持品検査を行うことは肯定できず、子どもの権利を侵害していると言わざるを得ない。

一時保護には、子どもの権利を守る側面と、権利を制限する側面があるが、本事案は、事故を
起こしてはいけない、子どもを守らなければならないという管理的な意識の延長線上で、行き
過ぎた行為として起きてしまったものと考えられる。

2022年度に1週間以上一時保護された小
中学生のうち、週4日以上通学した児童の
割合が6％

児童相談所の一時保護所のこどもの通学
割合は、0.7%

2024年3月改定の「一時保護ガイドライン」

一時保護施設は、学校に在籍している児
童が適切な教育を受けられるよう、当該児
童の希望を尊重しつつ、その置かれてい
る環境その他の事情を勘案し、通学の支
援その他の必要な措置を講ずるよう努め
なければならない。

家庭復帰か里親や施設で暮らすのか人生の岐
路。職員面接や里親とのマッチング、施設見学 

などが優先することもある。京都府の一時保護
施設は３か所、ほとんどが物理的に通学困難。
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１．子育て世帯に対する
包括的な支援のための
体制強化及び事業の拡充

児童福祉法第10条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲
げる業務を行わなければならない。

一 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。
二 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。
三 児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に応ずること並
びに必要な調査及び指導を行うこと並びにこれらに付随する業務を行うこと。

四 児童及び妊産婦の福祉に関し、心身の状況等に照らし包括
的な支援を必要とすると認められる要支援児童等その他の者
に対して、これらの者に対する支援の種類及び内容その他の
内閣府令で定める事項を記載した計画の作成その他の包括的
かつ計画的な支援を行うこと。

五 前各号に掲げるもののほか、児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他
につき、必要な支援を行うこと。

改正内容（下線部が新設された）

サポートプランサポートプラン
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母子保健法の改正内容（赤字が改正）

第三章 こども家庭センターの母子保健事業
第22条 こども家庭センターは、児童福祉法第10条の2第2項各号に掲げる業
務のほか、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に関する包
括的な支援を行うことを目的として、第1号から第4号までに掲げる事業又
はこれらの事業に併せて第5号に掲げる事業を行うものとする。

一～三（略）
四 母性及び児童の保健医療に関する機関との連絡調整並びに第9条の2
第２項の支援を行うこと

五 略

第９条の２ 市町村は、母性又は乳児若しくは

幼児の健康の保持及び増進のため、母子保健に
関する相談に応じなければならない。

第２項 市町村は、母性並びに乳児及び幼児の

心身の状態に応じ、健康の保持及び増進に関す
る支援を必要とする者について、母性並びに乳児
及び幼児に対する支援に関する計画の作成その
他の内閣府令で定める支援を行うものとする。

現行２２条 「母子健
康包括支援センター
を設置するように努
めなければならない」
は削除されました。

新設

こども家庭センターの
設置は市町村の努力義務

とされています

こども家庭センターの
設置は市町村の努力義務

とされています

こども家庭センター
なぜ設置するのか？
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○ 改正児童福祉法により、子育て世代包括支援センター（母子保

健）と子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）の設立の意義や機能
は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子ども
へ一体的に相談支援を行う機能を有する機関（こども家庭セン
ター）の設置に努めることとした。

〇 「こども家庭センター」の設置は、これまで「子育て世代包括支

援センター」と「市区町村子ども家庭総合支援拠点」それぞれの設
置を進めてきた中で、両機関がともに特定妊婦や要支援児童等を
支援対象に含んでいるにもかかわらず、組織が別であるために、
連携・協働に職員の負荷がかかったり、情報共有等が成されにく
い等の課題が生じていたことに対して、両機能を組織として一体的
に運営することにより、母子保健・児童福祉両部門の連携・協働を
深め、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援の切
れ目ない対応など、市町村としての相談支援体制の強化を図るた
めに行われるものである。 （下線筆者）

こども家庭センターについて
＜趣旨・目的＞

未設置自治体, 

865, 49.7%
設置済み自治体, 

876, 50.3%

こども家庭センター設置状況

令和6年度

令和7年度

令和8年度

未定

未設置自治体の設置予定時期

本年5月1日現在

京都府
設置自治体   14
未設置自治体 12

福岡県の設置率 98.3％
富山県 80.0％など

設置か所数 1015
政令市などで複数設置
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自治体の実情
ヒアリング調査から

改正法施行前の
調査研究から
改正法施行前の
調査研究から

人口約6万3千人

石川県加賀市

R４年度から同一課。児童相談業務に加え、母子保健、
障がい児支援の相談機能を集約し、体制を一元化

母子保健、児童福祉で週１回ケース報告会を開催。こど
も育成相談センター、教育、障がい担当課を加え、２か月
に１回合同会議を開催し、横断的に情報共有し連携

母子健康手帳交付時に面接、気になる妊婦にはその場
で支援プランを作成し、手交。支援プランは、詳細な計画
ではなく、利用できる支援・サービスをチェックするもの。全妊婦の３割程度に発行。

月１回の要対協で全員の支援計画と援助方針を作成・確認。

支援計画作成にあたっては、小学生以上の子どもは、本人から希望を確認する。
定期訪問時に、日常会話の中で保護者や子どもに生活への思いを確認。

サポートプランを手交することになるのであれば、サービス利用者には手交可能
だが、相談者にはメリットが見えにくいため手交しづらい。
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人口約5万3千人

広島県府中町

令和元年に同一課。平成29年に町役場に子

ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援
センター（ネウボラふちゅう）を設置、保健セン
ター内にも「ネウボラふちゅう」を置き、同じシ
ステムで情報共有。離れていても問題はない。

母子保健係、こども家庭係に保健師を配置

月１回１時間、2か所の包括が集まりカンファレンスを行い、特定妊婦や気にな
る子どもの情報共有を行う

民間（シルバー人材センター）委託による養育支援訪問事業を実施。当事業利
用時には支援計画を作成、保健師が頻回に訪問し、保護者の相談にのるなど
関係性の構築を図っている

支援計画は計画作成時の保護者の参画や子どもの意見聴取があるが、手交
はしないことが多い

人口約1万7千人

らんざんまち

埼玉県嵐山町

母子保健と児童福祉は別の
部署だが、小さい町であり、す
ぐに相談し、会議を開催する
など顔の見える関係がある

日常的な会議のほか、月１回、母子保健と児童福祉の総合的な情報交換会議を
行い、支援が必要な子どもをピックアップ

要対協の子どもに支援計画を作成。親も参画。子どもの変化について親とメール
相談も含め、随時対話しており、計画は約３か月で見直す

母子保健は就学前、子ども家庭支援センターは就学後の状況を見るため、支援
プランと支援計画は別の様式。詳細なものではなく、ざっくりとした様式。

子ども家庭支援センターで支援計画を作る際、特に虐待ケースは３歳までの家
庭環境の影響が大きいため、必ず母子保健に、親子の生育歴を聞く

支援計画作成では子どもの意見も必ず確認している

27
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人口約16万9千人

千葉県浦安市

保健と福祉は異なる課であるが、同一建物にあり、
情報共有や連携がスムーズ

家庭児童相談室で毎週行う受理会議に母子保健
課係長が出席。乳幼児健診で気になる家庭があ
れば、すぐに家庭児童相談室に連絡が入り、面接
する。特に「子どもをたたくことがある」項目に
チェックが入ると、すぐに面談、要対協の登録児童
として対応

支援プランは保護者と一緒に作成し基本的には手交しているが、作成を拒否する
場合は、市で作成しているリーフレットを配布

支援計画は要対協登録児童、特定妊婦すべてに作成。支援計画は進行管理と
セットで管理できるようにしている

支援計画を作ることで関係機関等との支援方針の共有化が図りやすくなっている

母子保健
と児童福
祉の関係

母子保健
と児童福
祉の関係

サポートプラン
について

29
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目的・機能

①行政機関による支援対象者の課題の把握・明確化
や、必要な支援の種類・内容を決定し、これらを関係者
間で共有することで、効果的な支援に確実につなげる。

②支援対象者が、自らの抱える課題を認識するととも
に、活用できる支援策を知ることで計画的な利用を促す。

作成に当たってはできる限り妊産婦やこどもの意見を
確認するとともに、原則として本人に手交する。

サポートプランとは
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（令和５年３月）

「こども家庭センター及びサポートプランについての調査研究 報告書」から

サポートプランを作成するにしても、支援メニューがなけれ
ばプラン策定も難しい。市町村においては、4月に施行され
る各種事業を積極的に実施してほしい。

（こども家庭庁支援局虐待防止対策課 河村課長）

子育て世帯訪問支援事業とは、要支援児童の保護者等に対し、その

居宅において、子育てに関する情報の提供並びに家事及び養育に係る援助
その他の必要な支援を行う事業。（第６条の３第19項関係） 

親子関係形成支援事業とは、親子間における適切な関係性の構築を

目的として、児童及びその保護者に対し、当該児童の心身の発達の状況等
に応じた情報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業。（第６
条の３第21項関係） 

児童育成支援拠点事業とは、養育環境等に関する課題を抱える児童

について、当該児童に生活の場を与えるための場所を開設し、情報の提供、
相談及び関係機関との連絡調整を行うとともに、必要に応じて当該児童の保
護者に対し、情報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業。
（第６条の３第20項関係） 
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自治体の実情
アンケート調査から

市町村の取り組みの現状
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（令和５年３月）

「こども家庭センター及びサポートプランについての調査研究 報告書」から

【支援プラン】
根  拠：現行の母子保健法、現行の子育て世代包括支援センターガイドライ

ンに様式例も含めて記載。

対象者：妊産婦や乳幼児、保護者等、より手厚い支援や継続的な支援、関
係者の調整等が必要とされる者。

全体

１万人未満 

１万～10 万人未満

10 万～30 万人未満（中核市除く） 

30 万人以上（中核市・政令市除く）

政令市 

中核市 

無回答

87.0%

75.9%

88.3%

94.8%

100.0%

85.7%

100.0%

44.4%

支援プラン、セルフプランの作成自治体（n=1004）
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市町村の取り組みの現状
三菱UFJリサーチ&コンサルティング（令和５年３月）

「こども家庭センター及びサポートプランについての調査研究 報告書」から

【支援計画】
根  拠：現行の市町村子ども家庭支援指針及び子ども家庭総合支援拠点

設置運営要綱に記載。法的な位置づけはなし。

対象者：要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等

全体

１万人未満 

１万～10 万人未満

10 万～30 万人未満（中核市除く） 

30 万人以上（中核市・政令市除く）

政令市 

中核市 

無回答

60.2%

45.5%

59.4%

81.5%

94.7%

71.4%

77.6%

20.0%

支援計画作成の自治体（n＝1049）

在宅支援にかかる
各種事業について
自治体アンケート調査から

事業の法定化前に、
「令和3年度安心こども基金」

による事業実施自治体等への
調査を実施しています

事業の法定化前に、
「令和3年度安心こども基金」

による事業実施自治体等への
調査を実施しています

令和5年度第1回
市町村児童相談担当職員研修会

追加資料

35
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子育て世帯訪問支援臨時特例事業
及び養育支援訪問事業

市町村の取り組みの現状

株式会社日本総合研究所（令和５年３月）
「新たな在宅支援体制の 構築に向け各種事業の運営基準の策定に関する調査研究報告書」から

４０自治体の調査（３０自治体が回答）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物等）

育児支援（一時的な子どもの保育）

保育所等の送迎

子育ての悩みの傾聴、相談等（専門的な内容除く）

地域の子育てサービスの情報提供

対象者の状況等の自治体への報告

その他

88.6%
75.0%

34.1%
77.3%

43.2%
72.7%

18.2%

訪問支援の内容

支援の対象者は、要支援、要保護児童のいる家庭、特定妊婦、支援しなけれ
ばそのような状態になるおそれのある家庭、ヤングケアラーのいる家庭など

報告書には、利用頻度、利用料金、支援者の研修などについて記載されている。

保護者支援臨時特例事業

市町村の取り組みの現状

株式会社日本総合研究所（令和５年３月）
「新たな在宅支援体制の 構築に向け各種事業の運営基準の策定に関する調査研究報告書」から

１７０自治体の調査（１００自治体が回答）

ペアレントトレーニングの実施について。支援の対象者は、育児不安を抱える
保護者などとしている場合が多いが（28自治体）、制限していない自治体も多
い（21）。対象児については、未就学児の親は全ての自治体が対象としており、
小学生は55.1％、中学生以上の子を持つ保護者は少ない。

子どものほめ方

子どもの行動の理解と要因の把握

子どもに対する効果的な指示の出し方

子どもの不適切な行動への対応

その他

94.9%

88.8%

82.7%

78.6%

23.5%

プログラムの内容

報告書には、定員や、開催回数、開催頻度、実施時間、父親の参加などについて記載。
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子どもの居場所支援臨時特例事業

市町村の取り組みの現状

株式会社日本総合研究所（令和５年３月）
「新たな在宅支援体制の 構築に向け各種事業の運営基準の策定に関する調査研究報告書」から

１６０自治体の調査（３７自治体が回答）

支援の対象者は「生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子ども」が最も多く、
ついで「食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭の
子ども等、養育環境に関して課題のある学齢期の子ども及びその家庭」など。

事業としては、「子どもの 学習・生活支援事業」が最も多かった。対象者は小1
から中3までで約6割。

学習支援

食事の提供

課外活動の提供（調理実習、農業体験等）

子どもや家族の状況の自治体への報告

家庭、学校等への送迎

97.8%
71.1%

82.2%
95.6%

48.9%

事業の実施内容

内容一部省略

報告書には、開所曜日や時間、頻度、利用料金（ほぼ無償）、施設面積等について記載。

５．一時保護開始時の判断
に関する司法審査の導入
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2000年改正
（平成１２年）

一時保護の期間は原則２か月を超えてはなら
ない（必要があればその限りではない）

2011年改正
（平成23年）

一時保護が親権者の意に反して2か月を越え

る場合、児童福祉審議会の意見を聴かねばな
らない

2016年改正
（平成28年）

一時保護の目的の明確化（安全の確保、児童
の状況の把握）

2017年改正
（平成29年）

一時保護が親権者の意に反して2か月を越え

る場合、家庭裁判所の承認を得なければなら
ない

制定時条文
第33条 児童相談所長は、必要があると認めるときは、第26条
第1項の措置をとるに至るまで、児童に一時保護を加え、又は
適当な者に委託して、一時保護を加えさせることができる。

一時保護制度の変遷

○一時保護を開始した日から７日以内に
○一時保護の必要性を示した資料を添えて
○裁判官に一時保護状を請求しなければならない
（保護開始前の請求も可能）

○裁判官は要件に該当すると認れば一時保護状を発する
 明らかに必要がないと認めるときは、却下
○却下されれば、速やかに一時保護を解除しなければならない

○ただし、保護しなければ生命又は心身に重大な危害が生じると
見込まれるときは、３日以内に限り、取り消し請求できる

新しい制度の概要（2025年６月１日施行予定）

児相長が一時保護を行うときは

○一時保護について親権者又は未成年後見人の同意がある
○当該児童に親権を行う者又は未成年後見人がない場合

例外
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３．社会的養育経験者・障
害児入所施設の入所児童等
に対する自立支援の強化

児童福祉法第6条の3第1項（下線改正）

この法律で、児童自立生活援助事業とは、次に掲げる者に
対しこれらの者が共同生活を営むべき住居その他内閣府令で定
める場所における相談その他の日常生活上の援助及び生活指
導並びに就業の支援を行い、あわせて児童自立生活援助の実施
を解除された者に対し相談その他の援助を行う事業をいう。

一 義務教育を終了した児童又は児童以外の満20歳に満たない
者であつて、措置解除者等であるもの

二 満20歳以上の措置解除者等であつて政令で定めるもののう
ち、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒であること、同
法第83条に規定する大学の学生であることその他の政令で定め

るやむを得ない事情により児童自立生活援助の実施が必要であ
ると都道府県知事が認めたもの
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とりあえずのまとめ

日本の児童福祉、児童虐待対策は
子どもを権利の主体者と規定した

２０１６年の児童福祉法改正を一つの契機、起点として
さまざまな改革の途上にあるのではないでしょうか。

2022年の法改正も、多岐にわたっていますが
それらを受け身的に捉えるのではなく

これまでの各自治体での実践をさらに発展させる立場で
地に足をつけた取り組み、工夫が
求められているように思います。

子どもの声を聴くことが、今回の改正のポイントの一つですが
現場の声を届け、施策に反映させることも

大変重要なことだと思います。
苦労も多いと思いますが、皆さまの取り組みに期待しています。

本編 （2016年制作）

① ジェノグラムとは？ （09分07秒）
② ジェノグラムの記号 （13分52秒）
③ 婚姻関係の表記        （15分55秒）
④-1 親子関係の表記   （16分06秒）
④-2 特殊な親子関係の表記（06分29秒）
⑤ 複雑な家族関係の表記  （17分46秒）
⑥ ジェノグラム活用上の留意点（15分52秒）

PDF版 解説資料

番外編 （2022年制作）

動画① 基 礎 編 （08分28秒）
動画② アニメ 編 （06分07秒）
パワーポイント 記号一覧（おまけつき）

ジェノグラムの描き方を、動画でわ
かりやすく解説しました。

全部視聴しても約90分、見たいとこ
ろだけの試聴も、もちろん可能です。

PDF版・解説資料は、誰でもダウン
ロードできます。動画と合わせて活
用すれば、理解が深まります。

パワポ版記号一覧も添付。ダウン
ロードすれば、すぐに使えます。

番外編では、作図を支援する動画
を追加。こちらも参照してください。

動画にアクセスできる
QRコード。虹センター

ホームージからは、「教
材」→「ミニ講座」と進め
ば、誰でも視聴できます。

動画にアクセスできる
QRコード。虹センター

ホームージからは、「教
材」→「ミニ講座」と進め
ば、誰でも視聴できます。

参考資料
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○設置の経緯

児童虐待防止法の制定を受
け、児童虐待及び思春期問題
にかかわる職員を養成し、また
高度専門情報を集約・発信す
る拠点として2002年4月に開

設されました。おかげさまで設
立23年目を迎え、こども家庭

庁や横浜市のご支援のもと、
以下の事業を展開しています。

専門研修

専門相談

専門情報の提供

研究活動

子ども虐待や思春期問題に関わる機関や施設の指導的立場の支
援者に対し、高度な実践力習得を目的とした研修を実施しています。

子ども虐待に携わる支援機関等から、福祉、心理、医療、法律等に
ついて、電話等による専門相談に応じています。

虐待関連図書等の関係者への閲覧、図書・資料等の検索、援助機
関向けに専門研修映像記録（DVD）の貸出しをしています。

人材育成にかかる研究、児童虐待等に関す
る文献研究、海外情報の把握と分析、臨床
上の課題にかかる研究等を実施しています。

○事業の内容

ホームページでは、
動画によるミニ講座も
一般公開しています。

子どもの虹

子どもの虹情報研修センターとは

川﨑 二三彦（かわさき ふみひこ）
子どもの虹情報研修センター センター長
〒245-0062  横浜市戸塚区汲沢町983番地  
e-mail：kawasaki@crc-japan.net

【経歴等】
京都府の各児童相談所で、心理判定員（児童心理司）、児童福祉司、児童福祉司スー
パーバイザー等として約30年あまり相談業務に従事。2007年（平成19年）4月から子ど
もの虹情報研修センター研究部長となり、2015年（平成27年）4月から現職。

社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会委員、
委員長、社会福祉士試験委員副委員長、日本子ども家庭福祉学会副会長等を歴任。
現在、日本子ども虐待防止学会理事、全国児童相談研究会（児相研）代表委員など。

【おもな著書】
『虐待死 なぜ起きるのか, どう防ぐか』（岩波新書 2019）
『虐待「嬰児殺」事例と歴史的考察から考える子ども虐待死』（福村出版 2019 編著）
『うちに帰りたくないときによむ本』（少年写真新聞社 2019 監修）
『虐待「親子心中」事例から考える子ども虐待死』（福村出版 2018 編著）
『日本の児童虐待重大事件 2000-2010』（福村出版 2014 編著）  
『日本の児童相談－先達に学ぶ援助の技』（明石書店 2010 編著）
『いっしょに考える子ども虐待』（明石書店2008 編著）
『児童虐待－現場からの提言』（岩波新書 2006）など
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